
○ 世界文化遺産は、顕著な普遍的価値を有する文化財を人類全体の遺産として保護し、保存することが目的
我が国では、平成2９年7月現在、1７遺産が登録（注）

(注) 平成27年7月に世界文化遺産に登録された「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」、28年7月に登録された「ル・コルビュジエの建築
作品－近代建築運動への顕著な貢献－」及び29年7月に登録された「「神宿る島」宗像・沖ノ島と関連遺産群」を除く14遺産を対象に調査を実施

○ 我が国では、文化財保護法、自然公園法などの各種法令や条例に基づき保存・管理
○ 世界文化遺産への登録は、観光資源としての地域活性化への効果も期待され、遺産の活用を図りながら保存・管理を行
っていくことが重要

「世界文化遺産の保存・管理等に関する実態調査」の勧告に対する改善措置状況
（2回目のフォローアップ）

平 成 2 9 年 8 月 3 1 日

1．落書きの実態の的確な把握

勧告先：文部科学省（文化庁）、環境省 勧告日：平成28年1月15日
１回目の回答日：平成28年8月15日～22日 ２回目の回答日：平成29年8月10日～24日

○ 落書きにより重要文化財
等がき損（6遺産15件）

○ 文化庁が承知していない
落書きあり（6遺産14件）
・き損届が未提出（「落書き＝
き損」が周知徹底されていな
い）

・き損届の提出状況が不明（文
化庁に過去の記録が残ってい
ない）

国、地方公共団体等による保存・管理等の取組はおおむね良好。しかし、中には、以下のような実態もみられた

○ 落書きについての
き損届の提出励行の
周知徹底

○ き損届により把握
した落書きについて
・情報の適切な記
録・管理

・修理等の必要性の
検討・判断、助言
等の実施
【文部科学省】

調査結果 勧告等 改善措置状況

1

○ 文化財保護行政担当者等を対象
とした会議等において、落書きに
ついてのき損届の提出励行の周知
徹底を実施

○ 提出されたき損届により把握し
た情報を管理する管理簿を作成
平成28年度には、25件の落書きに
関するき損届の提出があり、うち2件
について修理が必要と判断し、所有者
に対して技術的助言を実施（補修済み）
※ 文化庁が承知していなかった14件の
落書きについては、全てき損届が提出
された 【文部科学省】



○ 教育委員会の現状変更
等の許可なく、史跡内に
建築物が設置等（3遺産3
件）(注)

(注) うち1件は、当省の調査結
果を受け、教育委員会が指導
を行った結果、改善済み

○ 教育委員会が現状変更
等の事実を未把握のもの
あり

2．現状変更等の許可申請の励行
○ 教育委員会による
巡視活動の充実など、
無許可の現状変更等
を把握するための
措置の要請

○ 現状変更等の許可
申請の励行の周知徹
底

【文部科学省】

3．自然公園法による規制の周知徹底

○ 都道府県知事の許可な
く、国立公園及び国定公
園の特別地域（注）内に工
作物等が設置（色彩が周
辺の風致又は景観を阻害）
（2遺産6件）
（注）現在の景観を極力維持する

必要のある地域等

○ 設置事業者は規制の内
容を承知せず

○ 自然公園法による
規制に関する事業者
への法令遵守の周知
徹底について、都道
府県に助言等を実施

【環境省】

○ 文化財保護行政担当者等を対
象とした会議において、無許可
の現状変更等を把握するための
措置の要請及び許可申請の励行
の周知徹底を実施
平成28年度には、無許可の現状変更等
を62件把握（前年度より35件増加）
※ 2件の無許可の現状変更等については、
所有者に対して原状回復措置を講じる
よう指導が行われ、うち1件が改善
（残り1件は引き続き指導）

【文部科学省】

○ 事業者への法令遵守の周知徹底
を図るため、関係都道府県に通知
を発出

※ 6件の無許可で設置された工作物等に
ついては、都道府県による指導が行われ、
うち5件が改善（残り1件は引き続き指導）

【環境省】

調査結果 勧告等 改善措置状況

2



4．世界文化遺産の活用の推進

（参考）来訪者の安全性又は利便性の確保

調査結果 勧告等 改善措置状況

3

○ 来訪者の安全性又は利便性が
損なわれていた5件については、
全て改善措置が実施済み

【地方公共団体】

○ 関係地方公共団体
による速やかな改善
の促進（管区行政評
価局、行政評価事務
所から通知）
【地方公共団体】

○ 来訪者の安全性又は利
便性が損なわれているも
のあり（参詣道に落石の
おそれ等）（3遺産5件）

○ 世界文化遺産を活用して地域活性化を図る補助事
業（注）において、地方公共団体等に対する更なる情
報提供の余地あり

(注) 文化遺産を活かした地域活性化事業（世界文化遺産活性化事業）

○ 世界文化遺産の活
用の効果に関する情
報提供の推進

【文部科学省】

○ 世界文化遺産活性化事業につ
いて、事業の効果の検証・分析
のための指標等を例示（例「地
域に誇りを感じる住民の割合」）

○ 同事業の実施状況を踏まえ、
各事業の指標等の設定状況や
事業の効果の検証・分析結果
について、ホームページに
おいて情報提供を実施

【文部科学省】
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世界文化遺産の保存・管理等に関する実態調査結果に基づく勧告に対する 

改善措置状況（2回目のフォローアップ）の概要 
 

 

【調査の実施時期等】 

1 実施時期       平成26年12月～28年1月 

 

2 対象機関     調査対象機関：宮内庁、外務省、財務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省 

関連調査等対象機関：都道府県、都道府県教育委員会、市町村、市町村教育委員会、関係団体等 

 

 

【勧告日及び勧告先】  平成28年1月15日 文部科学省（文化庁）、環境省 

 

 

【回 答 年 月 日】 文部科学省（文化庁）  平成28年8月15日    環境省   平成28年8月22日 

 

【その後の改善措置状況に係る回答年月日】 文部科学省（文化庁）  平成29年8月10日    環境省   平成29年8月24日 

 

 

 【調査の背景事情】 

○  世界文化遺産は、顕著な普遍的価値を有する文化財を人類全体の遺産として保護し、保存することが目的 

我が国では、平成29年7月現在、17遺産が登録（注） 

(注) 平成27年7月に世界文化遺産に登録された「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」、28年7月に登録された「ル・コルビュジエの建築作品－

近代建築運動への顕著な貢献－」及び29年7月に登録された「「神宿る島」宗像・沖ノ島と関連遺産群」を除く14遺産を対象に調査を実施 
 

○ 我が国では、文化財保護法(昭和25年法律第214号)、自然公園法(昭和32年法律第161号)などの各種法令や条例に基づき保存・管理 

○ 世界文化遺産への登録は、観光資源としての地域活性化への効果も期待され、遺産の活用を図りながら保存・管理を行っていくことが重要 

○ この調査は、世界文化遺産の持続的な保存・管理及び活用を進める観点から、世界文化遺産に係る国、地方公共団体等の各種取組の実施状

況を調査し、関係行政の改善に資するために実施 

 



- 2 - 

勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

1 世界文化遺産の適切な保存・管理の推進  

(1) 文化財保護法に基づく保存・管理の推進  

ア 落書きによる重要文化財等のき損   

（勧告要旨） 

文部科学省は、世界文化遺産の構成資産を始めとする重要文化財等

の適切な保存・管理を推進する観点から、次の措置を講ずる必要があ

る。 
① 世界文化遺産に登録されている重要文化財等の落書きの状況を的

確に把握するため、所有者等や都道府県等教育委員会に対して、 
ⅰ) 落書きについては、き損に該当すること 
ⅱ) 落書きについてのき損届の提出の励行 
を周知徹底すること。 
また、提出されたき損届により把握した情報を適切に記録し、管

理するとともに、重大・重篤な落書きについては、文化庁において

も対応の必要性等の検討・判断を適切に行い、修理が必要と判断さ

れるものについては、所有者等が適切な措置を講ずることができる

よう助言等の支援を行うこと。 
② 世界文化遺産以外の重要文化財等についても、上記と同様の措置

を講ずること。 

（制度の概要等） 

○ 世界文化遺産の構成資産となっている重要文化財（国宝含む。）及び

史跡名勝天然記念物（以下「重要文化財等」という。）は、文化財保護

法により保護 

○ 重要文化財等にき損があった場合、所有者等は都道府県教育委員会及

び市町村教育委員会（以下「都道府県等教育委員会」という。）を経由

して文化庁長官に届出が必要 

 

 

 

【文部科学省】 

→ 都道府県や市（政令市・中核市）教育委員会等の記念物保護行政担当者

等（建造物担当を含む。）を対象とした「記念物保護行政担当者会議」（平

成 28年 6月 16日開催）及び都道府県や市町村教育委員会の美術工芸品担

当者を対象とした「国宝・重要文化財（美術工芸品）の防災・防犯対策研

修会」（平成 28 年 8 月 2 日開催）において、総務省の勧告について説明

を行い、落書きについてのき損届の提出の励行等を周知徹底し、併せて所

有者等への周知徹底を依頼した。 

また、以下の会議等においても、同様の措置を講じていく予定である。 

・ 世界遺産所在地方公共団体が一堂に会する「世界文化遺産関係都道府

県主管課長会議」（平成 28年 8月 25日開催） 

・ 都道府県や市区町村等において文化財行政に携わる者を対象とした

「文化財行政講座」（平成 28年 10月 31日～11月 2日開催） 

 

勧告において指摘されたき損届が未提出又は文化庁において提出の確

認ができなかった 14 件の落書き事例については、関係教育委員会に対し

て、所有者等からのき損届の提出の励行等について個別に周知徹底を行う

とともに、関係教育委員会を通じて、所有者等に対してもき損届の提出を

求めている。 

引き続き、関係教育委員会に対して、助言等を行うとともに、関係教育

→1回目のフォローアップ時に確認した改善措置状況 
⇒2回目のフォローアップ時に確認した改善措置状況 
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勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

（調査結果） 

 ○ 世界文化遺産に登録されている重要文化財等である 117構成資産（14

遺産）のうち 78 構成資産（14遺産）について調査した結果、 

・ 落書きによるき損が 10構成資産（6遺産）で計 15件みられた。 

・ このうち、き損届が提出されていることが確認できたのは 1構成資

産（1遺産）1件で、4構成資産（2遺産）5件については、落書きが

届出を要するき損であるとの認識がなかったなどの理由により、き損

届が未提出となっている。また、6 構成資産（4 遺産）9 件について

は、文化庁に過去の記録が残っておらず、き損届の提出状況を確認で

きなかった。 

・ き損届が未提出又は文化庁において提出の確認ができなかった 10

構成資産（6遺産）14件については、文化庁では落書きの発生自体を

承知しておらず、対応の必要性等の検討・判断及びそれを踏まえた所

有者等に対する指導の事実は確認できなかった。 

委員会を通じて、所有者等に対してもき損届の提出を求めていく。 

 

また、提出されたき損届により把握した発見年月日、被害状況、き損の

原因、今後の対応予定等の情報を適切に記録するための管理簿を作成し

た。落書きによるき損についても、当該管理簿に適切に記録し、き損の程

度に応じて必要な対応を行っていく予定である。 

 

⇒ 世界遺産所在地方公共団体が一堂に会する「世界文化遺産関係都道府県

主管課長会議」（平成 28年 8月 25日開催）、都道府県や市区町村等におい

て文化財行政に携わる者を対象とした「文化財行政講座」（平成 28 年 10

月 31日～11月 2日開催）においても、落書きについてのき損届の提出の

励行等を周知徹底し、併せて所有者等への周知徹底を依頼した。 

その結果、平成28年度は25件の落書きに関するき損届の提出があり（世

界文化遺産に登録されている重要文化財等：12 件、それ以外の重要文化

財等：13件）、27年度に比べると 20件増加している。 

引き続き、世界文化遺産を始め、重要文化財等の所在地方公共団体が一

堂に会する会議等において、適時適切に周知徹底を行っていく。 

 

勧告において指摘されたき損届が未提出又は文化庁において提出の確

認ができなかった 14 件の落書き事例については、関係教育委員会を通じ

て、所有者等に対してもき損届の提出を求めた結果、全てについてき損届

の提出がなされた。 

 

落書きによるき損について管理簿に適切に記録するとともに、き損の程

度に応じて必要な対応を実施した。例えば、平成 28 年度には、2 件につ

いて修理が必要と判断し、所有者に対して、技術的助言を適切に行った（当
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勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

該 2件については補修済み）。 

  

イ 史跡等の無許可の現状変更等  

（勧告要旨） 

文部科学省は、世界文化遺産の構成資産を始めとする史跡等の適切

な保存・管理を推進する観点から、次の措置を講ずる必要がある。 
① 所有者等や都道府県等教育委員会に対し、文化財保護指導委員等

による巡視活動の充実など、世界文化遺産に登録されている史跡等

の無許可の現状変更等の法令違反を的確に把握するための措置を講

ずるよう改めて周知徹底すること。 
② 所有者等や都道府県等教育委員会に対し、世界文化遺産に登録さ

れている史跡等について、現状変更等の許可申請の励行を改めて周

知徹底すること。 
③ 世界文化遺産以外の史跡等についても、上記①及び②と同様の措

置を講ずること。 

（制度の概要等） 

○ 所有者等が重要文化財等の現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼ

す行為（以下「現状変更等」という。）を行う場合、文化財保護法に基

づき、文化庁長官の許可が必要（軽微な現状変更等は都道府県等教育委

員会の許可） 

○ 都道府県等教育委員会の職員等は、重要文化財等の管理状況を把握す

るため、巡視活動を実施 

（調査結果） 

○ 世界文化遺産に登録されている重要文化財等である 117構成資産（14

遺産）のうち 78 構成資産（14遺産）について調査した結果、 

・ 都道府県等教育委員会による現状変更等の許可を受けず、史跡内に

【文部科学省】 

→ 都道府県や市（政令市・中核市）教育委員会等の記念物保護行政担当者

等（建造物担当を含む。）を対象とした「記念物保護行政担当者会議」（平

成 28年 6月 16日開催）において、総務省の勧告について説明を行い、史

跡等の無許可の現状変更等の法令違反を的確に把握するための措置を講

ずること及び史跡等の現状変更等の許可申請の励行を周知徹底し、併せて

所有者等への周知徹底を依頼した。 

また、以下の会議等においても、同様の措置を講じていく予定である。 

・ 世界遺産所在地方公共団体が一堂に会する「世界文化遺産関係都道府

県主管課長会議」（平成 28年 8月 25日開催） 

・ 都道府県や市区町村等において文化財行政に携わる者を対象とした

「文化財行政講座」（平成 28年 10月 31日～11月 2日開催） 

 

勧告において指摘された史跡等の無許可の現状変更等の 2件(注）の事例

については、関係教育委員会に対して、所有者等からの許可申請の励行に

ついて個別に周知徹底を行うとともに、関係教育委員会を通じて、所有者

等に対しても許可申請の提出等を求めている。 

引き続き、関係教育委員会に対して、助言等を行うとともに、関係教育

委員会を通じて、所有者等に対しても許可申請の提出等を求めていく。 

(注) 勧告において指摘された 3 件の事例のうち 1 件については、総務省の調査結

果を受け、所有者等に対して都道府県等教育委員会が指導を行った結果、許可

申請が行われ、平成 27年 5月 26日付けで許可されている。 

 

⇒ 世界遺産所在地方公共団体が一堂に会する「世界文化遺産関係都道府県
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建築物を設置しているなどの例が 3構成資産（3 遺産）3件みられた。 

・ このうち、2 構成資産（2 遺産）2 件については、都道府県等教育

委員会から原状回復するよう指導しているにもかかわらず改善され

ておらず、1 構成資産（1 遺産）1 件については、都道府県等教育委

員会では把握していなかった。 

主管課長会議」（平成 28年 8月 25日開催）、都道府県や市区町村等におい

て文化財行政に携わる者を対象とした「文化財行政講座」（平成 28 年 10

月 31日～11月 2日開催）においても、史跡等の無許可の現状変更等の法

令違反を的確に把握するための措置を講ずること及び史跡等の現状変更

等の許可申請の励行を周知徹底し、併せて所有者等への周知徹底を依頼し

た。 

その結果、 

・ 法令違反事案については、平成 28年度において 62件把握（前年度に

比べて 35件増加） 

・ 許可申請については、平成 28 年度において 1,629 件の申請（前年度

に比べて 143件減少）があった。 

引き続き、世界文化遺産を始め、重要文化財等の所在地方公共団体が一

堂に会する会議等において、適時適切に周知徹底を行っていく。 

 

所有者等からの許可申請の励行について個別に周知徹底を行う中で、勧

告において指摘された史跡等の無許可の現状変更等の 2件の事例のうち 1

件については、関係教育委員会等の指導により原状回復がなされた。残り

1件については、申請すべき者の所在が不明であり、今後、時機を見て原

状回復予定であることを関係教育委員会に確認した。 

  

(2) 文化財保護法以外の法令等に基づく保存・管理の推進  

自然公園法に基づく保存・管理の状況  

（勧告要旨） 

環境省は、世界文化遺産の適切な保存・管理を推進する観点から、

世界文化遺産の構成資産又は緩衝地帯となっている国立公園に係る法

定受託事務を行う都道府県及び国定公園を管理する都道府県に対し、

【環境省】 

→ 世界文化遺産の構成資産又は緩衝地帯となっている国立公園に係る法

定受託事務を行う都道府県及び国定公園を管理する都道府県に対し、自然

公園法による規制に関する事業者への法令遵守の周知徹底について、「世
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自然公園法による規制に関する事業者への法令遵守の周知徹底につい

て助言等を行うこと。 

（制度の概要等） 

○ 世界文化遺産のうち国立公園及び国定公園に指定されている区域は、

自然公園法によっても保護 

○ 国立公園及び国定公園の特別地域 (注) 内に工作物及び広告物「以下

「工作物等」という。）の新設を行う際には、環境大臣又は都道府県知

事の許可が必要（工作物等の色彩及び形態が、その周辺の風致又は景観

と著しく不調和でない等の許可基準あり） 

(注) 現在の景観を極力維持する必要がある地域等 

（調査結果） 

○ 世界文化遺産に登録されている重要文化財等である 117構成資産（14

遺産）のうち 78 構成資産（14 遺産。緩衝地帯を含む。）について調査

した結果、 

・ 国立公園及び国定公園の特別地域内において、都道府県知事の許可

を受けずに工作物等が設置され、工作物等の色彩及び形態が周辺の風

致又は景観を阻害しているものが 6 件（2 構成資産、4 緩衝地帯（2

遺産））みられた。 

・ これらの工作物等を設置した事業者は、自然公園法等の規制内容を

承知していなかった。 

界文化遺産の保存・管理等に関する実態調査の結果（勧告）について」（平

成 28年 3月 29日付け環境省自然環境局国立公園課長通知）等を発出した。 
 

勧告において、都道府県知事の許可を受けずに工作物等が設置され、工

作物等の色彩及び形態が周辺の風致又は景観を阻害しているとの指摘が

された 6件の事例については、関係都道府県の指導により 1件の工作物等

が撤去される等、改善に向けた取組がなされているところである。 

引き続き、自然公園法による規制に関する法令遵守が徹底されるよう、

関係都道府県と連携を図る。 

 

⇒ 勧告において、都道府県知事の許可を受けずに工作物等が設置され、工

作物等の色彩及び形態が周辺の風致又は景観を阻害しているとの指摘が

された 6件の事例については、前回の回答以降、関係都道府県の指導によ

り、新たに 4件の工作物について、許可基準を満たす色彩への変更がなさ

れた。残り 1件についても引き続き指導がなされているところである。 

  

2 世界文化遺産の活用の効果に関する情報提供の推進  

（勧告要旨） 

文部科学省は、世界文化遺産を活用した取組のより効果的かつ効率

的な実施を図る観点から、次の措置を講ずる必要がある。 

① 「文化遺産を活かした地域活性化事業（世界文化遺産活性化事業）」

【文部科学省】 

→ 平成 28年度事業については、平成 27年 11月末時点で応募が終了して

いるため、平成 29年度事業を実施する際には、事業実施計画書において

記載すべき指標等を例示する予定である。 
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に係る事業実施計画書において記載すべき指標等を例示するととも

に、同計画書における指標等の設定状況について、地方公共団体及

び事業実施主体に対し情報提供を行うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 地方公共団体及び事業実施主体が今後行う世界文化遺産活性化事

業の効果に関する検証・分析結果については、同事業の実施状況を

踏まえて、地方公共団体及び事業実施主体に対し情報提供を行うほ

か、文化庁における当該事業内容の改善に向けた検討に活用するこ

と。 

（制度の概要等） 

○ 文化庁では、世界文化遺産を活用して地域活性化等を図る補助事業と

して、平成 27 年度から「文化遺産を活かした地域活性化事業（世界文

化遺産活性化事業）」を実施 

○ 地方公共団体は、事業実施計画書において、想定される効果やその測

定方法等を指標を用いて具体的に記載し、事業実施後には、地方公共団

体及び事業実施主体は、その効果を定量的・定性的に検証・分析 

（調査結果） 

○ 平成 27 年度の「文化遺産を活かした地域活性化事業（世界文化遺産

また、事業実施計画書における指標等の設定状況については、平成 29

年度事業の同計画書が地方公共団体から提出された後、文化庁ホームペー

ジに掲載する等により、地方公共団体及び事業実施主体へ情報提供を行う

予定である。 
 
⇒ 平成 29 年度事業を実施する際に、事業実施計画書において記載すべき

指標等を例示（例えば、「地域の文化遺産（○○遺跡）への来場者数」、「地

域に誇りを感じる住民の割合」など）した。 

また、事業実施計画書における指標等の設定状況については、地方公共

団体から提出された平成 29 年度事業の同計画書を、来年度の募集開始ま

でに文化庁ホームページに掲載した。 

 
→ 世界文化遺産活性化事業の効果に関する検証・分析結果については、平

成 28 年度事業の効果に関する検証・分析結果が記載された各事業の実施

報告書が地方公共団体から提出された後、文化庁ホームページにおいて掲

載すること等により、地方公共団体及び事業実施主体へ情報提供を行う予

定である。 

また、文化庁においても、提出された各事業の実施報告書の内容を精査

し、当該事業内容の改善に向けた検討に活用するとともに、地方公共団体

及び事業実施主体の事業計画の内容の改善に向けた指導・助言を引き続き

実施していく。 

 

⇒ 世界文化遺産活性化事業の効果に関する検証・分析結果については、地

方公共団体から提出された平成 28 年度事業の効果に関する検証・分析結

果が記載された各事業の実施報告書を、来年度の募集開始までに文化庁ホ

ームページに掲載した。 
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活性化事業）」が採択されている 12 遺産に係る計 20 事業について、事

業実施計画書における指標の設定状況等を調査した結果、同種類似の事

業内容にもかかわらず、各地方公共団体が記載した指標、効果測定方法

等が区々となっている状況がみられた。 

○ 文化庁では、実施した事業の効果を定量的・定性的に測定するための

ノウハウは、これまで地方公共団体等に提供していない。 

また、文化庁においても、提出された各事業の実施報告書の内容を精査

し、当該事業内容の改善に向けた検討に活用した。具体的には、平成 27

年度に実施した委託調査研究の結果を踏まえて、事業効果の客観的指標に

ついて検討した。その結果、平成 29 年度事業では、明確な目標と測定指

標の設定、毎年度の達成状況の把握及び事業ごとの計画期間終了後の総括

評価を実施することとし、評価サイクルを明確化した。 

引き続き、実施報告書の活用等を実施していく。 
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